





































一四年）一六五 -一九八頁、「裁判官集団の『プレス』への『視線』－New York Times Co. 
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（１）言論空間の「大衆化」と「プレスの自由」条項 （２）Citizens United v. FEC 連邦最高裁判決 
（３）プレスの自由の二つの機能 （４）小括 
Ⅰ デジタルメディア時代における「プレス」の識別理論 









（１）現状 （２）プレスに視線を注いだ事例の存在（３）New York Times Co. v. Sullivan 連邦最高裁判決 
Ⅰ Sullivan 事件のコンテクスト 
（１）1960 年代のアメリカ社会における「プレス」 （２）Sullivan 事件における「プレス」の危機 
（３）連邦最高裁へのシグナル 











Ⅰ Near v. Minnesota 連邦最高裁判決 
（１）事件概要 （２）法廷意見 （３）反対意見 （４）評価 
Ⅰ Near 判決をとりまく二つの文脈―その一 
（１）イエロー・ジャーナリズムの台頭 （２）公共の福祉 対 公共の福祉 
Ⅰ Near 判決をとりまく二つの文脈―その二 
（１）訴訟当事者としてのプレスの「動員」 （２）連邦最高裁前夜 
Ⅰ そして、Grosjean 判決へ 


















（１）デジタルメディア革命＝コミュニケーションのためのインフラ革命 （２）Reno 判決から Packingham

























































































































判官集団が「認識」していたことがテクスト上浮き彫りとなっているのが、New York Times 







































































































































































文では、修正一条の問題領域における著名判例である New York Times v. Sullivan 判決と、



























起源は、1931 年の Near 判決とその後の 1936年の Grosjean 判決にまで遡ることが明らか
にされる。これらの旧き判例では、公権力を批判し、「警戒を怠らない、勇敢なプレス
（a vigilant and courageous press）」の必要性を唱え、「自由なプレスは、政府と国
民の間の偉大な解釈者」であると論じている。そして、こうした最高裁判事のプレス機能
認識に影響を与えたのが、訴訟当事者として事案に参加した「プレス」の存在であること
を指摘し、シカゴ・トリュビューン紙社長のマコーミックと彼が所属していたジャーナリ
スト専門職団体のひとつ ANPA（全米新聞協会）、そしてそれに協力した弁護士こそが、こ
れらの訴訟で「プレスの自由」の意味内容を裁判官集団に承認させた功労者であったと評
価する。 
 こうして「プレス機能」が判例を通じて憲法秩序に取り込まれていく過程には、伝統的な
プレスがその社会的実践を通じて、裁判官のプレス機能認識を変容させていったレガシー
が構築されていたことを水谷君は鮮やかに提示してくれている。そして、それを前提に、で
は果たして、デジタル革命を経験した現時点のメディア状況において、「プレスの自由」に
生じるであろう諸問題にどう取り組むべきかに考察は進むことになる。取り上げられる問
題はふたつである。その一つは、「プレス」が「誰」を指すのかという「識別」問題である。
この点につき本論文は、近時の国会記者会館事件の地裁判決を取り上げてインターネット
が普及し誰もが「送り手」となれる現代において、○○新聞社、××放送局といった既存の
「送り手」の立場を独占してきた企業体をベースに「プレス」を識別することが困難になり
つつあることを指摘する。そのうえで本論文は、その第三章において検討したソーニャ・ウ
ェストの「機能」証明アプローチをベースに一定の解決案を提示する。もうひとつの問題は、
プレスの「自律」とは何を意味するのかという点である。水谷君は、「自律」を、人権（自
由権）の基礎として語られてきた「個人の自律（autonomy）」ではなく、「専門職能上の集
団的自律（discipline）」と捉え、プレスもまた、大学のように、専門職能集団としてのジ
ャーナリズム原則を持ち、そうした内部規律を用いた専門職集団内での同輩判断を行って
いるし、その能力を有しているとする。そして、特にウェブ上に乱立するジャーナリズムを
名乗るゴシップサイト（準ジャーナリズム）の高まりのなかで、実際に「報道価値」の判定
の文脈において「自律」を主張するマスメディア側は、そうした内部規律をきちんと実践し
ているかが問われることになる、と指摘する。以上の分析において、本論文がデジタルメデ
ィア革命以後に「プレスの自由」に生じるであろう（あるいはすでに生じている）問題点を
鋭く見抜き、そのうえでアメリカにおける最新の議論を用いて分析を加えたことは高く評
価できる。これら二つの問題点に関する視座は、我が国の憲法学、そしてメディア法学の分
野に少なくない貢献をもたらすと思われる。 
 さらに、本論文において、その終結部分において、「プレスの自由」についての今後の見
通しが語られている。すなわち、第七章で指摘されている通り、今後は、アルゴリズムによ
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るフィルタリングやパーソナライズ・フィルターが常態化し、情報流通過程においてジャー
ナリスト集団よりもエンジニア集団の影響力がより一層強まることが予想される。が、その
ような予測の下でも、本論文がここまで追ってきた「機能」と「内部規律（プレス倫理）」
を核とすることで、「プレスの自由」がバージョンアップを重ね続けることができるだろう、
と水谷君は主張する。本論文は、「リミナル・プレス」のようなエンジニア集団をも包摂し
たうえで、プレス機能や倫理を積極的にアルゴリズム設計に活かすことを提案し、その嚮導
を行う原理として「プレスの自由」を再定位させるべきことを提唱するのである。本論文は、
「プレスの自由」に関する判例法理の掘り下げにとどまらず、情報技術のさらなる発展と言
論空間の変容にさらされるであろうメディアの在り方について、憲法学の立場から≪政策
的提言≫を提供したものと評価できよう。 
 総じて、本論文は、デジタルメディア革命以後の世界を見据え、我が国の憲法学と判例法
理が形成してきた「報道の自由」論の再構築を試み、加えて今後のメディア法領域における
政策論としての提案も兼ね備えた業績といえる。加えて特筆すべきは、本論文が、単にデジ
タルメディアの登場を一方的に批判し、その危険性に警鐘を訴えるにとどまるものではな
いという点にある。むしろ筆者は、デジタルメディアの登場が、民主政を支える「熱意」と
「数」を現前化させ、民主化「革命」すら導くポテンシャルを諸個人の「表現の自由」にも
たらしたことを真摯に受け止めつつ、その負の側面、つまり、アーキテクチャによるコント
ロールや分極化・分断化のリスクを見据えながら、適切なソリューションを求めている点で
ある。このように本論文は、「自由」の領域で民主政治のダイナミズムを支える諸個人と、
より理性的な「統治」の領域で民主政治を運営していく「プレス」とを区別をしつつ、どち
らか一方が一方の上位に位置付けられるとか、両者が対立的になるといったような結論を
取らない。むしろ互いの利点と欠点を補いあう並列の「共存」関係が存在する言論空間を想
定しているように見受けられ、デジタルメディアの登場がそうした両者の「共存」を実現可
能にしていることを示唆した点は高く評価できるだろう。 
以上のように本論文はその手法、理路、結論において注目すべき業績と言えるが、他方で、
問題点がまったくないわけではない。 
 第一に、本論文が前提としている「民主政」がどのようなものを前提としているのか、不
明瞭な部分が見受けられる点である。すなわち、本論文における「プレスの自由」論の前提
として、憲法が前提とする民主政の運営において、その正常稼働のためには、理知的な「知
識」が必要となるとし、さらには一人ひとりが等しく表現の自由を行使しうる公共的な討議
空間ではその知識が生産されないことを前提としている。そこには一種の大衆民主主義観
に対する反発と、エリート民主主義に対する期待が読み取れるが、こうした民主主義観は数
多く存在する民主主義観のうちの一つに過ぎず、さらに言えば、なぜ日本国憲法がそうした
筆者の言うような民主主義観を採用しているといえるのか（いうなれば、民主的能力という
価値が、日本国憲法のどこから規範的に生じているのか）について、考察の余地を残してい
る。この点についてはさらなる解明が待たれるところである。 
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第二に、本論文の比較検討の対象が、ほぼアメリカに限定されている点にはやはり限界が
ある。すなわち、現在、アメリカのみならず世界各国でデジタルメディア革命以後の言論空
間における弊害に対する対策が検討され、試行錯誤をされている最中であり、アメリカが必
ずしも最適解を提出しているわけではない点にも注意が払われてしかるべきである。特に
筆者が第七章で指摘したような、情報流通を牛耳るグローバル企業群（いわゆる GAFA）に
対して、「プレス機能」とその内部規律を練りこんだアーキテクチャの設計を担わせるため
には、アメリカを含め、それ以外の諸外国においても検討されている手法を比較検討・評価
する必要があるように思われる。 
 第三に、プレスの自由についての各論に相当する論点を想定した研究の不足である。本論
文は、「プレスの自由」を総論的観点から解き明かす作業に集中しており、そのため、プレ
スの自由を取り巻く各論（すなわち、取材源秘匿特権や、国家秘密との関係、名誉毀損・プ
ライバシー侵害との関係）にまで射程が及んでいないことを、その冒頭で断っているが、今
後の研究発展にとってこの部分を解明することは水谷君の責務といってもよいであろう。
特に、我が国の判例が培ってきた報道の自由に関する数々の法理、例えば報道機関による名
誉毀損やプライバシー侵害に関する誤信相当性の法理、比較衡量の基準や、国家秘密漏洩の
「そそのかし罪」の限定解釈などが、デジタルメディア革命や近時のパーソナライズ・フィ
ルターの登場によって具体的にどのような影響を受け、どのように変化を余儀なくされる
のかについては、早急に分析を進める必要があるだろう。 
 第四に、本論文の核となっている「プレス機能」の概念に関する点である。すなわち本論
文の第七章では、プレスと裁判所が練り上げてきた「プレス機能」がその中心軸となり、情
報流通の中で新たに勃興してきた「リミナル・プレス」のようなアクターが生成するアーキ
テクチャのデザインを規律する概念となり得ることが示唆されている。ここから、こうした
「プレス機能」自体がどこまで今後の情報技術の発展に耐えうるのか、「規範」としてのそ
の「強度」が試されるという問題が提起されよう。さらに本論文は、社会実践として紡がれ
てきた「プレス機能」が、判例を通じて規範化を果たしてきたと分析しているが、社会的実
在としてのプレス集団がこれまでに果たしてきた実践を、なぜ裁判官集団がここまで評価
し、判例に取り込み、規範化したのか。これらの点について、本論文には未開拓の部分が多
く見受けられる。また、プレス機能の実効性に関する社会学的考察も不可避であろう。 
 このように、本論文にはさらなる検討を要すると思われる箇所がないわけではないが、そ
れらは、憲法学の領域において、新たなデジタルメディアの登場に応じた理論の「更新」を
試みている本論文それ自体の価値をいささかも損なうものではない。以上から、審査員一同
は、水谷君の提出した学位請求論文が、博士（法学）（慶應義塾大学）の学位を授与するに
ふさわしいと評価する次第である。 
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